
健康食品の表示・広告の適正化に向けた対応策と、特定保健用食品の

制度・運用見直しについての建議 

平成28年４月12日 

消費者委員会 

消費者委員会は、特定保健用食品等の在り方に関する専門調査会から、「特定保

健用食品等の在り方に関する専門調査会報告書」（以下「専門調査会報告書」とい

う。）の提出を受けた。消費者委員会は、専門調査会報告書の内容を踏まえ、以下

のとおり、関係大臣に建議を行う。 

第１ はじめに 

１ 消費者委員会は平成25年１月に「「健康食品」の表示等の在り方に関する建議」

を出し、消費者庁に対して、健康食品の表示・広告の適正化に向けた取組の強化

や、健康食品の特性等に関する消費者理解の促進などについて、対応を求めた。

その後の状況について注視してきたが、国の制度に基づかず、機能性の表示を認

められていない「いわゆる健康食品」の表示・広告問題は依然解決していない。 

２ また、消費者委員会は平成21年の発足以降、健康増進法に基づく内閣府令によ

り、内閣総理大臣（所管：消費者庁）から諮問を受ける形で、特定保健用食品

（以下「特保」という。）の表示許可に関する審議・答申を行っているが、特保

が「健康に役立つ」として国民に広く利用されるようになった一方で、消費者が

特保制度を正しく理解して製品を利用しているか、また、実際の効果に見合わな

い宣伝・広告が行われているのではないかといった疑義が示されるようにもなっ

ている。消費者委員会で特保の表示許可を審議する委員からも、特保に関して、

表示・広告に関する問題だけでなく、制度や運用についても問題提起がされるよ

うになった。 

３ 平成27年４月には機能性表示食品の制度が始まり、消費者庁への事前届出によ

り、企業等の責任において科学的根拠を基に機能性表示を行うことができるよう

になった。同制度は、機能性を分かりやすく表示した商品の選択肢を増やし、消

費者が商品の正しい情報を得て、自主的・合理的に選択できるようにする目的で

導入された制度であり、特保制度とともに、「いわゆる健康食品」と呼ばれる製

品群に含まれる、健康への効果や安全性が明らかでない食品の淘汰に寄与するこ

とが期待されている。 
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４ このような状況の下、国民が各制度を正しく理解し、適切な製品選択を行うこ

とで、問題のある食品が淘汰されるような環境を、早急に整えることが必要と 

なっている。特に、特保制度においては、特保が「食生活の改善に寄与し、その

摂取により国民の健康の維持増進を図る」食品であるべきという大原則に立ち 

返って、その存在意義を確認し、更に高める必要がある 。 

 

５ 消費者委員会では、上記の問題意識に対する詳細な検討が必要であると判断し、

「特定保健用食品特保等の在り方に関する専門調査会」を設置し、検討を行って

きた。専門調査会は、平成27年８月から平成28年３月にわたり、計８回の審議を

重ね、専門調査会報告書を取りまとめた。 

 

６ 専門調査会報告書での現状確認によれば、健康食品全般に対する消費者の知識

が不足している現状と、「いわゆる健康食品」には、依然として消費者が有効

性・安全性について過信するような表示・広告があることが明らかとなった。ま

た、「いわゆる健康食品」と比較すれば、明らかに特保の方が問題は少ないが、

特保でも一部の表示・広告は、消費者の誤認を招いていることが明らかとなった。

特保の制度・運用に関しては、機能性表示食品制度の開始によって、同制度との

差が曖昧になっている部分があることや、更新制がない中で制度制定から20年以

上が経過し、その間の試験水準の変化を既に許可を受けている製品に当てはめて

再評価を行う仕組みがないこと、また、特保の製品情報の開示や、関与成分に関

する客観的情報の提供が不足していることなどが指摘された。 

同報告書では、特保は、国が有効性・安全性を確認している製品群であり、消

費者に「健康増進・食生活改善」を意識づけする役割を担った、消費者にとって

有益な制度であり、行政等がその制度目的である「健康増進・食生活改善」をよ

り意識し、消費者にとって特保が更に有益なものとなるよう、一層の取組が重要

であるとの意見が示されている。併せて、従前より問題が指摘されている「いわ

ゆる健康食品」の表示・広告についても監視・指導を強化し、有効性・安全性が

担保されていない「いわゆる健康食品」が一刻も早く淘汰されるよう、対応し続

ける必要があるとの意見がまとめられており、専門調査会で洗い出された現状の

問題点を改善するための取組について、具体的に提言している。 

  

７ そこで、消費者委員会は、消費者庁及び消費者委員会設置法に基づき、内閣府

特命担当大臣（消費者）に対して、専門調査会報告書に基づき、「第２ 建議事

項」のとおり建議し、各種施策の実施に向けて、対応を求めるものである。 

また、消費者委員会は、消費者行政の司令塔であり、また、特保制度を所管す

る消費者庁が、関係省庁とも必要な協議を行った上で、消費者庁としての対応に

ついて、本年10月までに報告することを求める。 
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第２ 建議事項 

１ 消費者委員会として、早急な対応を求める事項は以下のとおりである。 

（１）表示・広告の一層の適正化に向けた取組の強化 

1） 「特定保健用食品の審査等取扱い及び指導要領」に関する改定 

(ア) 特保の一部の表示・広告が消費者の誤認を招いているため、「特定保健

用食品の審査等取扱い及び指導要領」を見直し、表示許可を受けた際に確

認されている効果を超える効果を類推させる表示・広告を一切禁止するこ

とや、適切な利用方法を利用者が適切に認識できるような表示・広告とす

べきことを、明記すること。また、適切な利用方法を消費者に認識しても

らう対策として、企業が製品でアピールしたいことを製品表示や広告に記

載する場合には、必ず国の健康政策・栄養政策として国民に常に認識して

ほしい事項（国の定めた定型文）と並列して表示しなければならないと 

いった、一定のルールを設けることを検討すること。 

 

2） 特保における表示・広告に関する制限に関する周知 

(イ) 特保における表示・広告に関する制限の運用について、表示許可を受け

る事業者が明確に理解できるよう、具体例などを用いて、Ｑ＆Ａやガイド

ラインの更なる明確化を行うこと。 

 

3） 健康増進法における誇大表示の範囲の一層の明確化 

(ウ) 健康増進法第31条の「著しく事実に相違する表示をし、又は著しく人を

誤認させるような表示」の「著しい」の具体的例示を、健康食品の表示・

広告の実態を踏まえて充実させ、広く公開すること。併せて、平成28年４

月１日に健康増進法第32条第1項及び第２項の規定に基づく誇大表示の禁

止に係る勧告・命令の権限が、都道府県知事並びに保健所設置市長及び特

別区長に移譲されたことに鑑み、各執行機関の監視・指導及び措置のレベ

ルにばらつきが生じないよう、執行機関に対して十分に周知を行うこと。 

 

4） 消費者等への周知の強化 

(エ) 健康食品に関する基礎知識や特保制度の周知を強化するため、ＢＳ・ 

ＣＳも含むテレビを始めとして、新聞・雑誌、インターネットも利用し、

今以上に、より多くの人の目に留まる形で政府広報を実施し、併せて、対

象別に周知方法を変えるなど、よりきめ細かい対応を行うこと。 

① 食育を含む栄養教育を活用し、子供のころから知識を持つことができ

る教育体制の確立を行うこと。 

② 高齢者が日常生活の中で目に留めやすい、テレビ・新聞・雑誌といっ

た形での周知活動を早急に行うこと。 
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③ 消費者が健康食品に関する苦情を寄せる先としても活用できるよう、

消費者ホットラインの一層の活用に向けた周知を行うこと。 

④ 製造企業・流通・広告の各業界関係者への啓発を強化すること。 

 

（２）特保の制度・運用の見直し 

1） 「特定保健用食品の審査等取扱い及び指導要領」に関する改定 

(ア) 特保の個別審議における検証データの質を一定に保つため、「特定保健

用食品の審査等取扱い及び指導要領」にUMIN臨床試験登録システムへの実

施計画書の登録が必要であることを明記し、申請の受理審査の過程におい

て、その有無の確認を確実に行う体制をとること。 

  

(イ) 特保制度の目的は「健康増進・食生活の改善」であることから、当該条

件を満たさなければ、平成27年12月に改定された「特定保健用食品の審査

等取扱い及び指導要領」第７項に規定する(1)～(8)iの要件を満たしても、

特保として許可されるべきでないことは明らかである。上記指導要領はこ

の点が不明であるため、明確化の観点から改定し、「健康増進・食生活の

改善」が基本的条件であることを明らかにすること。 

 

2） 収去調査の実施 

(ウ) 定期的に特保の収去調査を実施し、販売されている特保の関与成分量な

どが規格どおりであるかについて、製品品質の確認を行うこと。 

 

3） 規格基準型の範囲拡大検討 

(エ) 規格基準型の範囲を拡大する検討を行うこと。ただし、検討に当たって

は、有効性・安全性を確実に担保するために、専門家の意見を聴きつつ実

施すること。 

 

4） 特保の製品情報公開の義務化及び内容の充実 

(オ) 販売中の特保においては製品情報を公開することを義務化し、製品情報

の公開は消費者庁の責任において行うこと。また、情報公開を義務化する

にあたっては、企業が混乱しないように、掲載すべき情報の形式や基準を

国が明確化すること。 

 

(カ) 特保の製品情報公開事業の実施主体は国とすべきだが、専門家によって

情報提供事業を行った方が適切であるため、消費者庁は、国立研究開発法

人医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養研究所（以下「国立健

康・栄養研究所」という。）が現在は自主事業として運営している特保の
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製品情報に係るデータベースの運営費用を担保するための必要な対策を講

じ、同研究所が引き続きデータベースを運営することで、情報提供を充実

させること。 

 

(キ) 国立健康・栄養研究所のデータベースに、消費者向けの、許可品の試験

結果などの科学的根拠を分かりやすく解説した情報を追加すること。 

 

5） 関与成分に関する客観的情報の提供 

(ク) 国立健康・栄養研究所のデータベースに、医療関係者や栄養士といった

専門家が、消費者から相談を受けた際などに利用できるよう、関与成分同

士や、関与成分と医薬品との相互作用情報について、各種研究で公表され

ている情報などの客観的情報を追加すること。 

 

6） データベースの機能強化 

(ケ) 国立健康・栄養研究所のデータベースに検索機能を追加し、掲載される

被害情報を関与成分ごとにまとめて閲覧できる仕組みを構築すること。 

 

２ 消費者委員会として、早急な検討及びしかるべき対応を求める事項は、以下の

とおりである。 

（１）健康食品の表示・広告の適正化等に向けた取組の強化 

1）健康増進法改正に関する検討 

(ア) 健康増進法による監視・指導をより一層、適切かつ迅速に行うための方

策として、同法に景品表示法第４条第２項に類する「不実証広告規制」を

導入することについて、検討を行うこと。 

 

(イ) 健康増進法第31条の「著しく事実に相違する表示をし、又は著しく人を

誤認させるような表示」の「著しい」という文言が、健康増進法における

監視・指導及び措置を難しくしているため、「著しく」という文言を、健

康増進法から削除することについて、検討を行うこと。 

 

2）健康食品の表示広告に関する監視強化 

(ウ) 健康食品の表示・広告に関する監視を一層強化するため、行政手続法第

36条の３や食品表示法第12条第１項の申出制度の活用が更に進むよう、こ

れらの申出制度を消費者だけでなく、栄養士やアドバイザリースタッフな

どの専門家に対しても、周知すること。その他、栄養士やアドバイザリー

スタッフなどの専門家が、監視機能の一旦を担うモニタリング等の仕組み

を充実させ、消費者等の協力に基づく表示・広告の監視を行うこと。 

49



 

 

（２）特保の制度・運用の見直し 

1） 条件付き特定保健用食品に関する検討 

(ア) 機能性表示食品制度が導入されたことを踏まえ、作用機序等が曖昧な場

合に該当する「条件付き特定保健用食品」が、今後も特保の一形態として

存在する必要があるかについて、検討を行うこと。 

 

2） 再審査制の有効性の検証と見直し 

(イ) 現在の再審査制が有効に機能しているかの確認を行うために、新たな科

学的根拠の報告が１件もない現状が、事実と整合性を有しているかの検証

を行い、早急に再審査制の見直しが必要か否かの検討を行うこと。 

 

(ウ) 消費者委員会・食品安全委員会とも連携し、新たな科学的知見を収集で

きる体制を充実し、事業者の報告と併せて分析を行うことで、再審査を行

う必要があるか否かを科学的・中立的に判断する体制を、早急に整えるた

めの検討を行うこと。 

 

(エ) 更新制の代替として、再審査の要件に、試験水準の大幅な変化が含まれ

ることを明らかにし、その点も踏まえて、再審査の必要の有無を検討する

こと。規格基準型や再許可についても、試験水準の大幅な変化が起こった

場合の対応について、検討すること。 

 

3） 「特定保健用食品の審査等取扱い及び指導要領」の改定 

(オ) 「特定保健用食品の審査等取扱い及び指導要領」を改定し、審査に必要

な検証データの水準を実際の状況に即して明確化すること。 

 

4） 規格基準型の検討に係る体制整備 

(カ) 規格基準型の適否を判断するスクリーニング条件をクリアしたものを実

際に規格基準化できるか否かを、定期的に検討する仕組みや体制を早急に

確立すること。 

 

i 「特定保健用食品の審査等取扱い及び指導要領」７に記載の要件のうち（１）が、以下のとおり変更された。 

 

〇平成 26 年 10 月 30 日消食表第 259 号 

７ 次の要件に適合するものについて許可等を行うものであること。 

（１）食生活の改善が図られ、健康の維持増進に寄与することが期待できるものであること。 

（２）食品又は関与成分について、表示しようとする保健の用途に係る科学的根拠が医学的、栄養学的に明らかに

されていること。 

（３）食品又は関与成分についての適切な摂取量が医学的、栄養学的に設定できるものであること。 
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（４）食品又は関与成分が、添付資料等からみて安全なものであること。 

（５）関与成分について、次の事項が明らかにされていること。ただし、合理的理由がある場合は、この限りでな

い。 

ア 物理学的、化学的及び生物学的性状並びにその試験方法 

イ 定性及び定量試験方法 

（６）同種の食品が一般に含有している栄養成分の組成を著しく損なったものでないこと。― 

（７）まれにしか食されないものでなく、日常的に食される食品であること。 

（８）食品又は関与成分が、「無承認無許可医薬品の指導取締りについて」（昭和４６年６月１日付け薬発第４７６

号厚生省薬務局長通知）の別紙「医薬品の範囲に関する基準」の別添２「専ら医薬品として使用される成分

本質（原材料）リスト」に含まれるものでないこと。 

 

〇平成 27 年 12 月 24 日消食表第 646 号 

７ 本文 同上 

（１）食品又は関与成分が、ビール等のアルコール飲料や、ナトリウム、糖分等を過剰摂取させることとなるもの

ではないこと。 

（２）～（８） 同上 
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国
に
お
け
る
取
組

○
消
費
者
庁

消
費
者
教
育
推
進
会
議
、
消
費
者
教
育
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
等

○
文
部
科
学
省

連
携
・
協
働
に
よ
る
消
費
者
教
育
推
進
事
業
、
学
習
指
導
要
領
に
お
け
る
消
費
者
教
育
等

２
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
取
組

消
費
者
教
育
推
進
地
域
協
議
会
、
都
道
府
県
消
費
者
教
育
推
進
計
画
等
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
等

３
関
係
団
体
等
に
お
け
る
取
組

消
費
者
団
体
や
事
業
者
団
体
に
よ
る
学
校
等
の
場
で
の
消
費
者
教
育
等

若
年
層
を
中
心
と
し
た
消
費
者
教
育
の
効
果
的
な
推
進
に
関
す
る
提
言

は
じ
め
に

第
１
若
年
層
の
消
費
者
を
対
象
と
し
た
消
費
者
教
育
の
現
状

１
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１
若
年
層
の
消
費
者
に
お
け
る
消
費
者
問
題
の
状
況

PI
O

-N
ET
（
全
国
消
費
生
活
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
）
に
登
録
さ
れ
た
相
談
デ
ー
タ
に
よ
る
と
、

18
歳
や

20
歳
と
い
っ
た
就
職
や
大
学
入
学
等
に
よ
る
環
境
変
化
、
成
年
年
齢
に
達
す
る
時
に
相
談
件

数
が
増
加
す
る
傾
向
が
認
め
ら
れ
る
。

２
若
年
層
の
消
費
者
教
育
の
取
組

相
談
員
・

N
PO
等
に
よ
る
出
前
授
業
、
ロ
ー
ル
プ
レ
イ
ン
グ
等
の
生
徒
参
加
型
授
業
、
高
校
の
選
択

科
目
で
の
詳
細
な
教
育
、
企
業
の
専
門
的
知
識
を
活
か
し
た
特
別
支
援
学
校
の
取
組
、
大
学
の
教
育

課
程
や
入
学
時
オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
の
活
用

第
２
若
年
層
を
対
象
と
し
た
消
費
者
教
育
の
取
組
事
例

金
融
・
保
険
サ
－
ビ
ス

（
ロ
ー
ン
関
係
）
、

保
健
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス

（
エ
ス
テ
の
契
約
関
係
）

の
増
加
率
が
高
い
。

２
若
年
層
を
中
心
と
し
た
消
費
者
教
育
の
効
果
的
な
推
進
に
関
す
る
提
言
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大
学
・大
学
院
生
に
こ
れ
ま
で
に
受
け
て
き
た
消
費
者
教
育
、
印
象
に
残
っ
て
い
る
授
業
内
容
等
に
つ
き
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
実
施

１
学
校
に
お
け
る
消
費
者
教
育
に
関
す
る
ヒ
ア
リ
ン
グ

第
３
若
年
層
の
消
費
者
教
育
に
関
す
る
調
査

消
費
者
教
育
を
効
率
的
・
適
切
に
行
う
た
め
に
は
消
費
者
教
育
を
担
う
多
様
な
関
係
者
と
の
連
携
等
が

望
ま
れ
る
。
消
費
者
教
育
専
門
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
関
係
者
間
の
連
携
促
進
に
よ
っ
て
学
校
教

育
に
お
け
る
消
費
者
教
育
の
一
層
の
充
実
を
図
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

取
組
例
：
「
岡
山
県
消
費
者
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」
「
千
葉
県
柏
市
消
費
者
教
育
相
談
員
」

Ø
「
消
費
者
教
育
」
と
い
う
言
葉
は
具
体
的
な
イ
メ
ー
ジ
が
つ
か
み
に
く
い

Ø
大
き
な
消
費
者
問
題
が
あ
っ
た
際
に
そ
れ
を
取
り
扱
っ
た
授
業
は
よ
く
覚
え
て
い
る

Ø
ク
ー
リ
ン
グ
・
オ
フ
と
い
う
言
葉
を
習
っ
た
記
憶
か
ら
家
族
と
相
談
し
て
ト
ラ
ブ
ル
に
対
応
で
き
た

Ø
生
活
に
関
す
る
マ
ー
ク
や
サ
イ
ト
の
利
用
規
約
が
分
か
る
教
育
が
受
け
た
い

Ø
高
額
被
害
で
な
い
と
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
に
相
談
し
て
は
い
け
な
い
と
い
う
印
象

Ø
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
に
相
談
し
よ
う
と
検
索
し
た
ら
多
数
表
示
さ
れ
て
ど
こ
に
相
談
し
て
よ
い
か
分
か
ら
な
か
っ
た

等

２
ヒ
ア
リ
ン
グ
結
果
（
ま
と
め
）

（
１
）
小
学
校
等
か
ら
の
反
復
・
継
続
的
消
費
者
教
育
が
重
要
。
学
校
卒
業
後
も
大
学
や
職
場
等
様
々
な
場
で
教
育
を
。

（
２
）
ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ
ﾈ
ｯ
ﾄの
適
切
な
利
用
等
、
児
童
生
徒
の
発
達
段
階
に
応
じ
た
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
充
実
。
大
学
入
学
や
就
職

等
を
踏
ま
え
高
校
卒
業
ま
で
に
賃
貸
借
等
の
契
約
の
基
礎
知
識
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
仕
組
み
を
教
え
る
。

（
３
）
生
徒
に
身
近
な
事
案
、
社
会
的
関
心
の
高
い
も
の
等
は
生
徒
が
興
味
を
も
っ
て
聞
け
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
。

（４
）消
費
者
被
害
に
遭
っ
た
時
の
相
談
先
や
相
談
先
の
利
用
方
法
を
知
っ
て
い
る
こ
と
が
重
要
。
「
１
８
８
」
や
消
費
生
活

セ
ン
タ
ー
で
の
相
談
内
容
を
盛
り
込
む
。

第
４
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
活
用
に
よ
る
学
校
に
お
け
る
消
費
者
教
育
の
充
実

３
若
年
層
を
中
心
と
し
た
消
費
者
教
育
の
効
果
的
な
推
進
に
関
す
る
提
言
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第
５
提
言

Ø
学
習
指
導
要
領
改
訂
の
際
、
消
費
者
教
育

を
学
校
教
育
に
取
り
入
れ
（
平
成
元
年
）

Ø
消
費
者
教
育
推
進
法
制
定
（
平
成

24
年
）

Ø
消
費
者
教
育
に
関
す
る
全
国
レ
ベ
ル
の
調

査
は
平
成

19
年
度
国
民
生
活
選
好
度
調

査
を
最
後
に
行
わ
れ
て
い
な
い

消
費
者
庁
は
、
文
部
科
学
省
等
の
関
係
行
政
機
関
と
調
整
の

上
、
全
国
レ
ベ
ル
に
お
い
て
、
こ
れ
ま
で
の
消
費
者
教
育
の
取

組
に
よ
り
若
年
層
の
知
識
等
に
ど
の
よ
う
に
変
化
が
見
ら
れ
る
か

等
に
つ
い
て
実
態
を
把
握
し
、
今
後
の
消
費
者
教
育
の
推
進
に

生
か
し
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

実
態
調
査
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
可
能
な
限
り
以
下
の
点
に

つ
い
て
留
意
す
る
こ
と
。

・消
費
者
問
題
等
に
関
す
る
知
識
を
ど
の
程
度
身
に
つ
け
て
い
る

か
だ
け
で
な
く
、
知
識
に
基
づ
き
取
っ
た
行
動
内
容
の
把
握

・こ
れ
ま
で
消
費
者
教
育
と
し
て
行
っ
て
き
た
方
策
が
ど
の
よ
う
な

効
果
を
上
げ
て
い
る
か
明
ら
か
に
す
る
こ
と

１
消
費
者
教
育
に
関
す
る
実
態
調
査
の
実
施

Ø
就
職
や
進
学
な
ど
で
生
活
環
境
が
大
き

く
変
わ
る

18
歳
頃
を
境
に
必
要
な
知
識

も
変
化

Ø
若
年
層
自
身
が
知
り
た
い
こ
と
は
多
岐

に
わ
た
る

消
費
者
庁
及
び
文
部
科
学
省
は
関
係
行
政
機
関
と
調
整
の
上
、

18
歳
前
後
の
消
費
者
が
直
面
す
る
消
費
者
問
題
の
実
態
や

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
消
費
者
教
育
を
実
施
す
べ
き
で
あ
る
。

４

２
若
年
層
の
消
費
活
動
や
消
費
者
問
題
を

踏
ま
え
た
消
費
者
教
育
の
実
施

若
年
層
を
中
心
と
し
た
消
費
者
教
育
の
効
果
的
な
推
進
に
関
す
る
提
言
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Ø
出
前
授
業
の
担
い
手
や
関
連
教
材
に

関
す
る
教
職
員
へ
の
情
報
提
供
が
不
十
分

Ø
「
消
費
者
教
育
の
推
進
に
関
す
る
基
本

的
な
方
針
」
で
は
ｺ
ｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾀ
ｰ
を
消
費

者
市
民
社
会
形
成
の
推
進
役
と
し
て
の

重
要
な
役
割
を
果
た
す
者
と
位
置
付
け

Ø
ｺ
ｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾀ
ｰ
を
設
置
し
て
い
る
地
方
公

共
団
体
は
限
定
的

（
１
）
消
費
者
庁
は
、
ｺｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾀｰ
の
設
置
が
促
進
さ
れ
、
そ
の
活
動

を
充
実
さ
せ
る
た
め
、
必
要
な
支
援
を
行
う
こ
と

具
体
的
な
支
援
と
し
て
は
、
以
下
の
も
の
が
考
え
ら
れ
る

・消
費
生
活
相
談
員
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
等
で
消
費
者
教
育
に
携
わ
っ
て

い
た
者
等
の
幅
広
い
分
野
か
ら
人
材
を
求
め
、
必
要
な
研
修
を
実

施
を
す
る
こ
と

・ｺ
ｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾀｰ
の
育
成
に
有
用
な
教
材
を
作
成
・配
布
す
る
こ
と

・ｺ
ｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾀｰ
が
活
動
し
て
い
く
上
で
参
考
と
な
る
事
例
集
の
作
成
・

配
布
、
ｺｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾀｰ
が
交
流
で
き
る
よ
う
な
機
会
を
設
け
る
こ
と

（
２
）
消
費
者
庁
及
び
文
部
科
学
省
は
、
ｺ
ｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾀ
ｰ
が
消
費
者

行
政
担
当
部
局
だ
け
で
な
く
、
学
校
又
は
教
育
委
員
会
と

も
意
思
の
疎
通
が
容
易
に
図
れ
る
よ
う
取
り
組
む
べ
き
で

あ
る
。

（
３
）
消
費
者
庁
は
、
地
方
公
共
団
体
が
ｺ
ｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾀ
ｰ
の
役
割
を

十
分
に
理
解
し
、
ｺ
ｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾀ
ｰ
が
継
続
的
に
活
動
で
き
る
よ
う
、

地
方
公
共
団
体
内
の
役
職
と
し
て
の
位
置
付
け
を
明
確
に
す

る
よ
う
取
り
組
む
べ
き
で
あ
る
。

３
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
設
置
・
活
動
の
促
進

５

第
５
提
言

若
年
層
を
中
心
と
し
た
消
費
者
教
育
の
効
果
的
な
推
進
に
関
す
る
提
言
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